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工学院大学総合研究所

令和元年度 文部科学省 私立大学研究ブランディング事業

事業名「巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合による

エリア防災活動支援技術の開発と社会実装」
　　　評価委員氏名（所属）：今村保忠（先進工学部）　　　　　　　　　
　＜テーマ１：大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点　A

	・研究実施状況
	評点　A

	・研究成果
	評点　A

	【テーマ１へのコメント】

全体的に着実に成果が挙がっていることが理解できた。特に、災害時のみならず、訓練時にも対応可能なマニュアルを作成し、また、誰でもが利用可能なキットにすることで、有用性を高めていた。多言語化することも進められており、新宿エリアの特殊性にも配慮されていた。このテーマの成果として高く評価できる。今後も、他の地域でも利用可能なユニバーサル化と、地域の特殊性を反映したローカル化へつながるに、研究成果の一般化が進むことを期待する。


	【コメントへの対応：村上正浩（テーマリーダー）】

昨年度は、研究分担者の異動を契機に、研究体制の弱体化を防ぎ、全体としてもまとまりのある成果とすべく、研究実施内容の見直しを行いました。結果として、新たな研究体制のもとで、一定の研究成果をあげることができたと考えています。
とくに、災害活動拠点運営の標準作業手順書（マニュアル）とキットは訓練等への適用を通じてブラッシュアップを図り、より実用的な標準化ツールとなるように改良を進めました。その結果、避難所開設キットは、既に導入済みの新宿区・大田区・文京区・北区に加え、台東区・豊島区・日野市へ導入も完了し、さらに埼玉県越谷市・熊本県熊本市・滋賀県大津市・沖縄県沖縄市へ展開しているところです。一時滞在施設開設キットについては、東京駅周辺防災隣組（東京駅・有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会）へ導入するなど水平展開も始まっています。最終年度に向けて、自衛消防訓練VRや訓練支援キット、災害時対応行動支援アプリ、飛行ドローンによる高層ビル外壁被災判定の効率化手法なども試験的運用と検証を進めているところです。実用性を高め、他地域へ適用可能な標準化されたツール・手法として完成させ、社会実装を推進します。




　
＜テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点　A

	・研究実施状況
	評点　A

	・研究成果
	評点　A

	【テーマ２へのコメント】

このテーマの成果は、小テーマごとに実験的に実証されたものが多く、興味深い。
特に、印象的であったのは、本事業で導入した天井実験用振動台を用いて、システムライン天井の動的な挙動を調べた実験である。装置の必要性と得られる成果とが、説得力があると思われた。


	【コメントへの対応：山下哲郎（テーマリーダー）】

直接的に大都市の勤務者や住民の防災を目的としたテーマ１、３とは異なり、本テーマの内容は建築の専門家に向けた研究が主で地味な印象がありますが、本事業の支援により多くの実験的、実証的研究を実施できています。
　新規に導入した振動台を用いて2年間ライン天井の実験を実施し、その変形メカニズムを解明して崩落の可能性をゼロにはできないまでも、崩落につながる変形抑制の簡単な方法を見出しました。長年の研究の蓄積が豊かな構造骨組とは異なり、非構造の場合には比較的軽微な工夫で耐震性が向上できる余地が残されていると感じており、今後は天井以外の非構造材（設備、間仕切り、外装）にも対象を拡大する所存です。ただし構造骨組とは異なり、随所に緩みのある非構造材の振動計測とその処理は難しく、その技術はまだ勉強、開発の余地が大きいと考えています。また振動台そのものを動かす油圧システムの老朽化の影響で動作が不安定化することも多く、早晩の対策が必要になっています。


　
＜テーマ３：エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発＞
	評 価 項 目
	評価　

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点　A

	・研究実施状況
	評点　A

	・研究成果
	評点　A

	【テーマ３へのコメント】

　自立移動式災害対応支援ユニットが開発された。また、それを利用する上で、様々な問題を掘り起こし、解決策を見出して、より良いものに改良することが着実に進められている印象であった。
興味深かったのは、この支援ユニットを非常だけではなく、平常時にも利用しようとする試みである。活用方法が広がれば、支援ユニットの必要性がますます高まることになるだろうし、平常時の利用に固有の問題も見出していける。




	【コメントへの対応：中島裕輔（テーマリーダー）】

　自立移動式災害対応支援ユニット（D-ZEV）の平常時利用の試行を評価いただき有り難うございます。D-ZEVはハード及びソフトの各種開発が2年目となり、非常時だけでなく平常時も考慮した活用方法の提案も含めて様々な改良を継続しています。仮設救護ユニットでは、その空調システムのさらなるエネルギー自立化を進め、電源供給面では太陽光発電パネルの増強とテント一体型の組み立てユニットの改良などを実施しました。
また、新宿駅周辺だけでなく、都心部にまだ多く残る木造密集市街地のような住宅地エリアにおける活動提案として、地震・火災危険度の非常に高い大田区の羽田地区において、木密市街地の被害状況収集を想定したD-ZEVminiの情報システム開発や情報収集発信コンテンツの開発を行いました。この開発内容は11月に羽田小学校にて実施された羽田地区５町会合同防災訓練の際に、災害時の避難所となる小学校に駆けつけたD-ZEVのデモンストレーションとして説明と調査を行い、地域住民の方々から有用性が評価されました。
　平常時のコンテンツとしては、新たに夏期の熱中症対策としてリアルタイム温熱環境マップを西新宿エリアと羽田地区双方向けに開発・提案し、試作システムの運用確認と主に高齢者から評価を得ました。西新宿エリアでは昨年度に引き続き11月の防災ウィーク期間で新宿中央公園と大学前でデモンストレーションを実施し、公園に集まった人々の退避施設ビルへの避難誘導としての役割と、退避施設ビルにおける情報発信としての役割について、それぞれその有用性を確認するとともに、エリアの人々への認知度向上にもなりました。

　引き続きD-ZEVの社会実装を見据えて、非常時・平常時の各開発項目の改良と、コスト面や運営面も含めた実用性・有用性の検証を進めていく計画です。




　
＜事業全体についての評価・コメント＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	評点　A

	・研究実施状況
	評点　A

	・研究成果
	評点　A

	【事業全体へのコメント】
　テーマ間の連携についても積極的に進められており、事業が着実に進んでいることが分かった。
また、学部を超えての研究もあり、大学のブランディング事業として、今後とも発展的に展開されることを期待している。




	【コメントへの対応：ＵＤＭセンター長：久田嘉章】
　貴重なコメントを頂き、ありがとうございます。ご指摘のように、本年度もほぼ計画通りの事業が進められ、さらにテーマ間の連携による成果も得られており、最終年度に向けて下記のような成果がまとまりつつあります。すなわち、テーマ１を中心とした事前の様々な訓練ツールや被災時の速やかで柔軟な対応策を可能とする対応キット（避難所・一時滞在者施設の開設キット、自衛消防訓練キット、および、自衛消防隊訓練VRなど）、テーマ２を中心とした余裕度を見込んだ高い耐震性の重要施設（超高層建築、避難所施設など）における構造・非構造部材の様々な耐震性能向上策の開発、テーマ３を中心とした防災拠点やドローン等をつなぐD-ZEV（電源・通信・情報共有施設などを有する自立移動式災害対応支援ユニット）などです。さらに内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（2014～2018）との連携により、「エリア災害対応支援システム」や、防災科学技術研究所の公募研究や気象庁との連携により、長周期地震動を考慮した超高層建築の応答・被害予測と対応支援システム「びるゆれコール」を開発し、実用化に向けた取り組みを行っています。
　これらの成果は新宿区周辺エリアをはじめ、横浜駅西口エリアなど多くの地域・自治体・企業等で活用され、地域防災訓練や防災ウィーク、各種展示会などの各種イベントやメディアを通じて広報・普及活動も行ってきました。本事業者は残り１年となりましたが、引き続き「逃げる必要のない建物・まち」の実現に向けて研究・技術開発を継続するとともに、最終成果のとりまとめ、より多くのエリア・事業者等での社会実装を目指していきたいと思います。今後とも、どうぞご支援・ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。
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工学院大学総合研究所

令和元年度 文部科学省 私立大学研究ブランディング事業

事業名「巨大都市・複合災害に対する建築・情報学融合による

エリア防災活動支援技術の開発と社会実装」
　　　評価委員氏名（所属）：　鈴木　健司（機械システム工学科）　　　　　　　　
　
＜テーマ１：大都市中心エリアを対象としたオールハザード対応キットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	A

	・研究実施状況
	A

	・研究成果
	A

	【テーマ１へのコメント】
　ICT，ドローン，VR等の各種技術を活用した情報の収集・伝達システム，災害活動拠点支援キット，消防訓練ツールなど，興味深い成果が得られている．また，これらの成果を訓練に適用することにより，実効性の検証が行われている．今年度はメンバーの変更もあったが，研究は順調に進行しており，各種メディアや展示会等での成果の公表，広報活動も積極的に行っている．

今後は，さらに実地訓練への適用を重ねて実用性を高めていくとともに，論文等の学術的な成果につなげていくことが期待される．


	【コメントへの対応：村上正浩（テーマリーダー）】

昨年度は、研究分担者の異動を契機に、研究体制の弱体化を防ぎ、全体としてもまとまりのある成果とすべく、研究実施内容の見直しを行いました。結果として、新たな研究体制のもとで、一定の研究成果をあげることができたと考えています。
とくに、ドローン・ICTを活用した情報収集・伝達および滞留者誘導等システムや災害活動拠点支援キットは、実動訓練・実証実験による実効性検証から改良を進め、実用性を高めました。その結果、多くのメディアに取り上げられ、本学のブランディングにも貢献できたと考えています。また、避難所開設キットについては、既に導入済みの新宿区・大田区・文京区・北区に加え、台東区・豊島区・日野市へ導入も完了し、さらに埼玉県越谷市・熊本県熊本市・滋賀県大津市・沖縄県沖縄市へ展開しています。一時滞在施設開設キットについても、東京駅周辺防災隣組（東京駅・有楽町駅周辺地区帰宅困難者対策地域協力会）へ水平展開するなど、他地域へ適用可能な標準化されたツールとして社会実装を進めています。自衛消防訓練VRや訓練支援キット、災害時対応行動支援アプリ、飛行ドローンによる高層ビル外壁被災判定の効率化手法なども試験的運用と検証を進めているところです。実用性を高め、他地域へ適用可能な標準化されたツール・手法として完成を目指すとともに、学術的な成果としてとりまとめ国内外に公表していきます。




　
＜テーマ２：機能継続・早期復旧を可能とする大地震対策建築モデルの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	A

	・研究実施状況
	A

	・研究成果
	A

	【テーマ２へのコメント】

都市部の高層建築や体育館などを対象として，非構造材を含む様々な大地震対策建築モデルの開発が行われ，多くの成果をあげている．また，本事業で整備された振動台を利用したライン天井の動的実験など，実験によるモデルの検証も行われている．査読付き論文，各種メディア・展示会等による成果の公表も活発に行われており，十分な成果が得られている．




	【コメントへの対応：山下哲郎（テーマリーダー）】

　地震後の滞留や早期の復旧は都市部の高層ビルと避難所となる体育館には共通の課題であり、入力地震動の評価から構造ならびに非構造の損傷防止まで総合的な対策が必要ですが、大きな地震の度に「新耐震」では対応できていない新しい問題が発生しており、更なる研究が必要です。例えば熊本地震において、西原波のような高層ビルを破壊し得る強いパルス性地震動が観測されたほか、システムトラスの体育館屋根骨組が崩落直前の深刻な被害を受けており、本テーマ２でも今年度地震動の発生メカニズムやシステムトラス体育館の支承部の実験などで研究の対象としています。
　新規に導入した振動台を用いて2年間ライン天井の実験を実施でき、その変形メカニズムを解明して崩落の可能性をゼロにはできないまでも、崩落につながる変形抑制の簡単な方法を見出しました。長年の研究の蓄積が豊かな構造骨組とは異なり、非構造の場合には比較的軽微な工夫で耐震性が向上できる余地が残されていると感じており、今後は天井以外の非構造材（設備、間仕切り、外装）にも対象を拡大する所存です。ただし構造骨組とは異なり、随所に緩みのある非構造材の振動計測とその処理は難しく、その技術はまだ勉強、開発の余地が大きいと考えています。また振動台そのものを動かす油圧システムの老朽化の影響で動作が不安定化することも多く、早晩の対策が必要になっています。
　特に建築構造に関する研究は、建築基準法の他学会他が発行する設計指針類にその成果が取り込まれる事により社会実装されることが多いため、当事業の成果が反映されるよう、今後も研究成果の発信を続ける必要があります。


　＜テーマ３：エリア防災拠点をつなぐ自立移動式災害対応支援ユニットの開発＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	A

	・研究実施状況
	B

	・研究成果
	B

	【テーマ３へのコメント】

D-ZEVを対象として，情報提供方式の開発，電力供給システム，空調システム，浮遊粒子の制御などの開発を行い，一定の成果をあげている．イノベーションジャパンへの出展や防災ウィークにおけるデモンストレーション実験等により，成果の公表や実証実験も行われている．今後は，各要素の課題を解決するとともに，小テーマ間の連携を強化し，実証実験を重ね，より実用的なシステムの開発につなげていくことが期待される．




	【コメントへの対応：中島裕輔（テーマリーダー）】

自立移動式災害対応支援ユニット（D-ZEV）はハード及びソフトの各種開発が2年目となり、非常時だけでなく平常時も考慮した活用方法の提案も含めて様々な改良を継続しています。仮設救護ユニットでは、その空調システムのさらなるエネルギー自立化を進め、電源供給面では太陽光発電パネルの増強とテント一体型の組み立てユニットの改良などを実施しました。
また、今年度は新宿駅周辺だけでなく、都心部にまだ多く残る木造密集市街地のような住宅地エリアにおける活動提案として、地震・火災危険度の非常に高い大田区の羽田地区において、木密市街地の被害状況収集を想定したD-ZEVminiの情報システム開発や情報収集発信コンテンツの開発を行いました。この開発内容は11月に羽田小学校にて実施された羽田地区５町会合同防災訓練の際に、災害時の避難所となる小学校に駆けつけたD-ZEVのデモンストレーションとして説明と調査を行い、地域住民の方々から有用性が評価されました。
　実用性を高めるための平常時のコンテンツとしては、新たに夏期の熱中症対策としてリアルタイム温熱環境マップを西新宿エリアと羽田地区双方向けに開発・提案し、試作システムの運用確認と主に高齢者から評価を得ました。西新宿エリアでは昨年度に引き続き11月の防災ウィーク期間で新宿中央公園と大学前でデモンストレーションを実施し、公園に集まった人々の退避施設ビルへの避難誘導としての役割と、退避施設ビルにおける情報発信としての役割について、それぞれその有用性を確認するとともに、エリアの人々への認知度向上にもなりました。

　ご指摘いただいた、小テーマ間の連携強化につきましては、前述したような実運用を見据えたデモンストレーションを行っていますが、今後は仮設救護ユニットの自立型空調システムについても暑熱時期などデモンストレーション時期を調整して体感調査なども取り入れながら、引き続きD-ZEVの社会実装を見据えて、非常時・平常時の各開発項目の改良と、コスト面や運営面も含めた実用性・有用性の検証を進めていく計画です。




　
＜事業全体についての評価・コメント＞
	評 価 項 目
	評価

	・研究目的が明確であり、その必要性が高いか。
	A

	・研究実施状況
	A

	・研究成果
	A

	【事業全体へのコメント】
本学の利点を生かした研究プロジェクトであり，目的・目標が明確である．各テーマとも研究は概ね順調に進んでおり，異分野の研究者間の連携，地域との連携も着実に進んでいる．

成果の公表や広報にも力を入れており，ICT技術を利用した情報提示やVRのデモ等，目に見える形での成果も多く，他分野の人にもわかりやすく興味を引く内容になっている．
今後は，さらに実地訓練への適用や，振動台による実証実験を重ねて，成果をブラッシュアップしていくことが期待される．




	【コメントへの対応：ＵＤＭセンター長：久田嘉章】
　貴重なコメントを頂き、ありがとうございます。ご指摘のように、本年度も各テーマともほぼ計画通りの事業が進められ、さらにテーマ間の連携による成果も得られており、最終年度に向けて下記のような成果が得られています。すなわち、テーマ１を中心とした事前の様々な訓練ツールや被災時の速やかで柔軟な対応策を可能とする対応キット（避難所・一時滞在者施設の開設キット、自衛消防訓練キット、および、自衛消防隊訓練VRなど）、テーマ２を中心とした余裕度を見込んだ高い耐震性の重要施設（超高層建築、避難所施設など）における構造・非構造部材の様々な耐震性能向上策の開発、テーマ３を中心とした防災拠点やドローン等をつなぐD-ZEV（電源・通信・情報共有施設などを有する自立移動式災害対応支援ユニット）などです。さらに内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（2014～2018）との連携により、「エリア災害対応支援システム」や、防災科学技術研究所の公募研究や気象庁との連携により、長周期地震動を考慮した超高層建築の応答・被害予測と対応支援システム「びるゆれコール」を開発し、実用化に向けた取り組みを行っています。

　これらの成果は新宿区周辺エリアをはじめ、横浜駅西口エリアなど多くの地域・自治体・企業等で活用され、地域防災訓練や防災ウィーク、各種展示会などの各種イベントやメディアを通じて広報・普及活動も行ってきました。本事業者は残り１年となりましたが、引き続き「逃げる必要のない建物・まち」の実現に向けて研究・技術開発を継続するとともに、最終成果のとりまとめ、より多くのエリア・事業者等での社会実装を目指していきたいと思います。今後とも、どうぞご支援・ご鞭撻のほどよろしくお願いいたします。



2

